




















はじめに 

地域における妊婦の健康管理体系を確立するには,健康診査をはじめとする妊婦に関する

あらゆる情報を効果的に活用できるようにシステム化しなければならない。 

前年度研究では,砺波市を対象に現在の地域における母子管理体系の中で把握される各種

健康情報の内容と活用の現状について検討し報告した。 

研究の結果,現在妊婦健康情報として最も大きな位置を占めている公費負担による医療機

関委託の妊婦健診情報は,健康診査受診票が保健所へ回送され,結果が把握できるまでには

ほぼ 1 か月以上の日数を要し,保健所はその結果に基づいて委嘱助産婦による訪問指導を

行っているが時期的に適切な指導に結びついていないことが多く,迅速な情報把握の必要

性が認められた。 

また,市においては,妊娠届出や学級活動時等で把握した妊婦情報に対しては,それぞれ適

時きめ細く保健指導を実施しているが断面的活用にとどまり,健診情報なども併せた一貫

した妊婦情報として管理体系の中で生かされるまでには至っていない。 

妊婦健康情報からハイリスク妊婦を把握し,リスクの軽減や改善を図るためには,地域にお

ける関係者を輪とする緊密な情報交換が最も重要であり,また情報を有効に活用するには

ハイリスク要因の重みづけの必要がある等の問題が認められた。 

今年度の研究では,妊婦健康情報の収集手段の改善と一貫性を目標に妊婦管理体制の強化

を図ると共に,ハイリスク妊婦の把握を容易にするため,周産期異常スクリーニング指数コ

ード票（竹村氏の）指数を応用し,異常をチェックするシステムを開始したのでその概要を

報告する。 


